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※ 当社は2021年１０月１日設立のため、十六FG連結の2021年９月期以前の計数は、参考として十六銀行を親

会社とする十六銀行連結決算の計数を記載しています。

※ 当資料に記載されている業績見通しなどの将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的

と判断する一定の前提に基づいており、実際の業績などは様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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トピックス

連結
当期純利益
過去最高

十六FG連結・十六銀行単体 「コア業務純益」「経常利益」「当期純利益」が過去最高

• 十六FG連結において、2026年3月期当期純利益は２７３億円と過去最高

• 十六銀行単体においても、２０２６年３月期の当期純利益は２５９億円と過去最高

• 連結ROEは６．１６％となり、中計目標の６％以上の水準に前倒しで到達

人的資本
投資の加速

「６５歳への定年延長」および地銀で初となる「65歳選択定年制」を導入

• ６０歳から１歳刻みで定年を選択できる「６５歳選択定年制」を地銀で初めて導入

• 十六銀行で東海地区の地銀初となる女性プロパーの代表取締役を内定

CxO制度
導入

チーフオフィサー制度の導入による、意思決定の迅速化とガバナンス強化

• ２０２６年６月にチーフオフィサー制度を導入し、持続的な企業価値最大化を目指す

• 各領域の最高責任者に実務執行権限を委譲し、責任の所在明確化と意思決定を迅速化
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増減 増減率 達成率

連結コア業務粗利益 768 871 103 13.3% 845 103.0%

資金利益 544 621 77 14.2% 598 103.9%

役務取引等利益 175 203 28 16.3% 195 104.3%

49 45 △ 4 △7.4% 51 88.1%

経費 447 471 24 5.4% 478 98.6%

うち人件費 232 238 6 2.4% - -

うち物件費 183 200 17 9.1% - -

連結コア業務純益 321 399 78 24.2% 367 108.8%

国債等債券損益 △ 155 △ 267 △ 112 - - -

連結実質業務純益 165 131 △ 34 △20.3% - -

与信関係費用 21 25 4 16.6% - -

株式等関係損益 158 315 157 99.1% - -

経常利益 312 427 115 36.9% 348 122.8%

208 273 65 31.3% 235 116.5%

自己資本比率（％） 11.23 11.53 0.30

連結ROE（％） 4.81 6.16 1.35

親会社株主に帰属する

当期純利益

十六ＦＧ連結　(単位：億円） 25/3 26/3
26/3

業績予想

その他業務利益
（除く国債等債券損益）

十六ＦＧ連結

１

２

３

５

４
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連結決算サマリー

 連結コア業務粗利益は、銀行の資金利益の増加などにより、前期比＋１０３億円の８７１億円となりました。

 連結コア業務純益、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益はいずれも過去最高となりました。

連結コア業務粗利益

経費

連結コア業務純益

経常利益

親会社株主に帰属する当期純利益

 資金利益および役務取引等利益が増加し、前期比＋103億円の871億円

 人件費は退職給付費用の増加やベア・賃上げなどで６億円増加

 物件費はアプリ関連の広告宣伝費増加や戦略的なＤＸ投資で１７億円増加

 経費全体では前期比＋24億円の471億円

 連結コア業務粗利益の増加により、前期比＋78億円の399億円

 経常利益は前期比＋115億円の427億円と過去最高

１

２

３

５

４

 親会社株主に帰属する当期純利益は前期比+65億円の273億円と過去最高

 特別損益では２８億円の減損損失を計上

871億円

471億円

399億円

427億円

273億円

達成率 103.0%

達成率 98.6%

達成率 108.8%

達成率 122.8%

達成率 116.5%

増加率 31.3%

増加率 36.9%

増加率 24.2%

過去最高

過去最高

過去最高

過去最高

過去最高

過去最高

連結ROE6 6.16%

 連結ROEは前期比＋1.35ポイント増加の６．16%と中計目標に到達
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増減 増減率 達成率

コア業務粗利益 665 767 102 15.3% - -

資金利益 554 630 76 13.7% - -

役務取引等利益 115 134 19 16.9% - -

△ 3 2 5 - - -

経費 381 409 28 7.4% - -

うち人件費 178 185 7 3.6% - -

うち物件費 174 194 20 11.1% - -

コア業務純益 284 358 74 25.9% 328 109.1%

国債等債券損益 △ 155 △ 268 △ 113 - - -

実質業務純益 128 89 △ 39 △29.9% 219 40.9%

与信関係費用 10 18 8 74.3% 25 74.0%

株式等関係損益 150 315 165 109.5% - -

経常利益 279 396 117 41.7% 316 125.5%

209 259 50 24.1% 220 118.0%

自己資本比率（％） 10.02 10.09 0.07

顧客向けサービス業務利益 133 178 45

当期純利益

十六銀行単体（単位：億円） 25/3 26/3
26/3

業績予想

その他業務利益
（除く国債等債券損益）

十六銀行単体 決算サマリー

 コア業務純益は貸出金利息、有価証券利息の増加による資金利益の増加や、役務取引等利益の増加により前期比＋74億円の３５８億円となりました。

 十六銀行では、資金利益および役務取引等利益の増加により、コア業務純益、経常利益、当期純利益はいずれも過去最高となりました。
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過去最高

過去最高

過去最高

コア業務粗利益 ７６７億円 増加率 15.3%

十六銀行単体

+102

コア業務純益

 コア業務粗利益の増加により、前期比＋７４億円の358億円となり過去最高

358億円 増加率 25.9%

経常利益

 国債等債券損益が減少した一方、株式等関係損益が増加し、経常利益は前期

比＋117億円の396億円となり過去最高

396億円 増加率 41.7%

当期純利益

 当期純利益は前期比＋５０億円増加の２５９億円となり過去最高

 特別損益では２８億円の減損損失を計上

２５９億円 増加率 24.1%

コア業務粗利益

≪前期比増減要因＞

＋76

資金利益

＋19

役務取引等利益

＋5

その他

＋12預り資産関連

＋ 4

＋ ３

法人ソリューション関連

その他

+42円貨預貸金運用

＋23

＋11

円貨有価証券運用

その他

+ 9ボリューム要因

＋32利回り要因

△20ボリューム要因

＋43利回り要因

１

２

３

４

１

２

３

４

顧客向けサービス業務利益

 顧客向けサービス業務利益は前期比＋45億円増加の178億円

178億円５５



グループ会社の業績

 グループ会社合計（十六銀行除く）の連結決算に寄与した当期純利益は、前期比+10億54百万円の25億11百万円となりました。

 ２０２１年以降新たに設立した４社はいずれも増益となり、グループ会社収益に占める貢献度は高まっています。

25/3 26/3 増減 25/3 26/3 増減 25/3 26/3 増減 25/3 26/3 増減

コア業務粗利益 335 299 △ 36 3,116 2,857 △ 259 2,170 2,199 29 2,384 2,406 22

経費 282 281 △ 1 1,949 1,968 19 1,666 1,718 52 1,570 1,482 △ 88

経常利益 72 31 △ 41 1,187 893 △ 294 513 379 △ 134 1,065 976 △ 89

45 19 △ 26 487 366 △ 121 30 257 227 △ 129 672 801

25/3 26/3 増減 25/3 26/3 増減 25/3 26/3 増減 25/3 26/3 増減

コア業務粗利益 621 665 44 383 971 588 54 165 111 73 90 17

経費 638 617 △ 21 233 388 155 58 85 27 84 79 △ 5

経常利益 △ 8 52 60 142 574 432 △ 7 76 83 △ 15 7 22

△ 67 28 95 57 227 170 △ 6 49 55 △ 30 13 43

NOBUNAGAサクセション NOBUNAGAキャピタルビレッジ カンダまちおこし

十六総合研究所 十六TT証券 十六カード 十六リース
（単位：百万円）

（単位：百万円）

連結決算に寄与した
当期純利益

連結決算に寄与した
当期純利益

十六電算デジタルサービス

【十六FGの子会社（十六銀行除く）】

【十六銀行の子会社】 【銀行外のグループ会社10社合計】

増減 増減率

コア業務粗利益 12,431 12,593 162 1.3%

経費 7,675 7,755 80 1.0%

経常利益 4,797 4,238 △ 559 △11.6%

1,457 2,511 1,054 72.3%連結決算に寄与しした当期純利益

銀行外のグループ会社10社合計
（単位：百万円）

25/3 26/3
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25/3 26/3 増減 25/3 26/3 増減

コア業務粗利益 392 399 7 2,898 2,538 △ 360

経費 378 388 10 812 746 △ 66

経常利益 12 8 △ 4 1,834 1,239 △ 595

8 4 △ 4 1,063 871 △ 192

十六信用保証十六ビジネスサービス

連結決算に寄与した
当期純利益

（単位：百万円）

２
０
２
１
年
以
降

設
立
会
社



238

321 306 292
321

399

21/3 22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

その他
資金利益

+12

人件費

△6

（億円）

21/3 22/3 23/3 24/3 25/3 26/3
増減 増減率

連結コア業務粗利益 712 782 745 733 768 871 103 103.0%

資金利益 505 543 511 528 544 621 77

役務取引等利益 155 171 187 185 175 203 28

その他業務利益（※） 51 67 47 18 49 45 △4

経費 474 460 439 441 447 471 24 98.6%

連結コア業務純益 238 321 306 292 321 399 78 108.8%

(※) 国債等債券損益を除く

（億円）

連結コア業務純益

 連結コア業務純益は、十六銀行の資金利益と十六銀行・グループ会社の役務取引等利益の増加から、前期比＋78億円の399億円となりました。

■ 連結コア業務純益

■ 連結コア業務粗利益と経費

役務取引
等利益

+28

その他
業務利益

△4
物件費
△17

税金

△2

① 資金利益 前期比＋77億円

十六銀行＋76億円 9スライド

② 役務・その他 前期比＋24億円

十六銀行＋19億円、他グループ会社＋11億円 10スライド

③ 連結経費 前期比＋24億円

人件費＋ 6億円 （退職給付費用・ベア・賃上げ）
物件費＋１7億円 (アプリPR・DX投資等）

１1スライド

有価証券
利息

+23
預貸金

利息収支

+42

十六ＦＧ連結

①資金利益 ②役務・その他 ③連結経費
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22/3 23/3 24/3 25/3(Ａ) 26/3(Ｂ) 増減(Ｂ-Ａ)

資金利益 545 518 540 554 630 76

円貨資金利益 494 490 502 519 606 87

円貨預貸金利息収支 378 375 380 382 424 42

円貨貸出金利息（収入） 380 377 382 418 541 123

円貨預金利息(支出） 1 1 1 36 116 80

円貨有価証券利息配当金 95 98 113 118 141 23

円貨預け金利息等 21 16 8 17 40 23

外貨資金利益 50 28 37 34 23 △11

378 375 380 382
424

95 98 113 118
14121 16 8

17

40

50 28 37 34

23
545 518 540

554

630

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

円貨預貸金利息収支 円貨有価証券利息配当金
円貨預け金利息等 外貨資金利益

十六銀行単体

（億円）

（億円）

資金利益・貸出金利回り・預金等利回り

■ 資金利益

■ 円貨貸出金平残・平均利回り （億円、％） （億円、％）
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■ 円貨預金等平残・平均利回り

44,896 
45,870 

47,452 

49,184 
50,253 

0.846
0.822 0.805

0.850

1.076

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

円貨貸出金平残 円貨貸出金平均利回り

 資金利益は、円貨貸出金利息や円貨有価証券利息配当金の増加、日銀預け金利息の増加により、前期比＋76億円の630億円となりました。

 円貨貸出金平残は、5兆253億円と堅調に推移し、円貨貸出金平均利回りは前期比＋0.２26ポイントの1.076％と上昇しました。

1.165

50,911

26/3
（単月）

※ご参考 ※ご参考

61,800 
62,814 

63,365 
64,010 63,691 

0.002 0.002 0.002
0.056

0.183

0.000

0.100

0.200

0.300

0.400

0.500

0.600

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

円貨預金等平残 円貨預金等平均利回り

0.253

63,271

26/3
（単月）



25 20 28 34 
46 

31 46 
44 34 

34 
4 

4 
4 5 

7 

18 
16 

15 
12 

15 
80 

88 
93 

88 

103 

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

投資信託関係手数料 生命保険代理店手数料 その他 十六TT証券

11 
17 14 

8 10 

2 

2 
2 

2 
2 

1

2 
4 

4 

10 5

5 4 

8 

10 

1 

1 
2 3 

2 

20 

27 25 25 

34

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

シ・ローン手数料+コミットメントフィー等 私募債手数料

M&A手数料※(NOBUNAGAサクセション含む） ビジネスマッチング手数料

コンサルティング手数料

（億円）

（億円）
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役務取引等利益

 十六FG連結の役務取引等利益は銀行での好調な投信販売や、その他グループ会社の収益力向上により前期比+28億円の203億円となりました。

■ 預り資産関連収益 （十六銀行単体・十六TT証券） ■ 法人ソリューション関連収益（十六銀行単体・NOBUNAGAサクセション）

（億円）

■ 役務取引等利益 （十六FG連結）

61 71 77 75 87

20
27 24 21

2529
28 22

18

21111 
126 125

115

134

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

預り資産関連 法人ソリューション関連 その他

■ 役務取引等利益 （十六銀行単体）

十六ＦＧ連結 十六銀行単体

111 126 125 115 134

59
60 60

59
68

171 
187 185

175

203

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

十六銀行単体 グループ会社(銀行除き） （億円）



58.87 
58.90 

60.20 

58.17 

54.13 

57.70 

56.52 

58.21 
57.28 

53.35 

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3 28/3

十六FG連結 十六銀行単体

十六ＦＧ連結

247 235 234 232 238

183 174 178 183 200

29 28 28 30
32

460 439 441 447
471

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

人件費 物件費 税金

195 181 178 178 185

171 163 169 174 194

27
26 26 27

29
394 371 373 381

409

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

人件費 物件費 税金

十六銀行単体十六ＦＧ連結

十六銀行単体

（億円） （億円）

■ 経費

経費・修正ＯＨＲ

 人件費は退職給付費用の増加やベースアップ・賃上げの実施などで6億円増加、物件費はアプリ推進に伴う広告宣伝費などで１7億円増加しました。

 修正ＯＨＲは、十六ＦＧ連結で54.13％、十六銀行単体で53.35％となり、５０％台で推移しています。

11

■ 修正OHR

11

（％）

中計目標：５０％台で推移



十六ＦＧ連結 十六銀行単体自己資本比率・ROE

 自己資本比率は十六FG連結で11.53％、十六銀行単体で10.09％と健全な水準を維持しています。

 ROEは収益性向上や政策投資株式の縮減などにより、十六FG連結で6.16％、十六銀行単体で6.70%となりました。

10.52 10.54 

10.81 

11.23 

11.53 

9.34 9.35 

9.67 

10.02 10.09 

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

十六ＦＧ連結 十六銀行単体 （%）

FG連結は中計目標の11%超で推移

■ 自己資本比率 ■ ROE

4.36 

4.73 
4.62 

4.81 

6.16 

4.83 

5.17 
5.08 

5.47 

6.70 

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

十六ＦＧ連結 十六銀行単体 （%）

6.0％ライン(中計目標）

12

FG連結・銀行単体ともに中計目標の6％超で推移

11％ライン （中計目標）

12％ライン （長期ビジョン目標）



857 782

1,323

893

1,222

△ 72 △ 168 △ 247 △ 418 △ 393
△ 95 △ 211 △ 163

△ 77 △ 45

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

株式 債券 その他 合計

22/3 23/3 24/3 25/3(A) 26/3(Ｂ) 増減(Ｂ-Ａ)

株式 857 782 1,323 893 1,222 329

債券 △72 △168 △247 △418 △393 25

その他 △95 △211 △163 △77 △45 32

うち外債 △64 △103 △57 △27 △36 △9

うち投資信託 △31 △107 △105 △49 △9 40

合 計 689 403 913 397 782 385

（億円）

（億円）

13

十六銀行単体有価証券

 有価証券評価損益は、市況好調による株式評価益の増加と、円債の入替えによる債券評価損の減少により、前期比+385億円の782億円となりました。

 円債の積極的な入替えにより、円債平均利回りは前期比＋0.２８６ポイントの0.551％と改善しました。

■ 有価証券評価損益

689

403

913

397

782

（年）■ 円債（平残・平均利回り）

10,306 10,279 10,325 10,305 

8,940 

0.202 0.214
0.251

0.265
0.551

0.160

0.260

0.360

0.460

0.560

0.660

0.760

0.860

0.960

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

円債（平残） 円債（平均利回り）

6.67
6.11

5.36

4.46
4.93

4.84
2.57 2.68

3.24
2.93

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

円貨債券 外貨債券

■ 債券デュレーション

※ デリバティブ考慮後
※ 円貨債券はその他保有目的、満期保有目的を含む

（億円、％）

0.869

7,946

26/3
（単月）

※ご参考



22/3 23/3 24/3 25/3(Ａ) 26/3(Ｂ) 増減(Ｂ-Ａ)

①一般貸倒引当金繰入額 9 △6 △10 △5 △6 △1

②不良債権処理額 15 21 16 16 24 8

うち個別貸倒引当金繰入額 14 19 14 12 20 8

③貸倒引当金戻入益 - - - - - -

④償却債権取立益 - - - - - -

与信関係費用①+②－③－④ 25 14 5 10 18 8

9

△ 6
△ 10

△ 5 △ 6

15 
21 

16 16 

24 

一般貸倒引当金繰入額 不良債権処理額 与信関係費用合計

112 120 129 116 129

552 511 483 449 476

22 21 20
17 18

687 652 632 582 623

1.48
1.35 1.27

1.14 1.20

-0.30

0.00

0.30

0.60

0.90

1.20

1.50

0

200

400

600

800

1000

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

危険債権 要管理債権 総与信に占める割合

22/3 23/3 24/3 25/3(A) 26/3(Ｂ) 増減(Ｂ-Ａ)

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

112 120 129 116 129 13

危険債権 552 511 483 449 476 27

要管理債権 22 21 20 17 18 1

合 計 687 652 632 582 623 41

総与信に占める割合 1.48 1.35 1.27 1.14 1.20 0.06

十六銀行単体

（億円）

（億円、％）

（億円）

（億円)

14

与信関係費用・不良債権残高

 与信関係費用は、 前期比+8億円の18億円と増加したものの低位で推移しています。

 不良債権比率は、前期比+0.06ポイントの1.20%と低位で推移しています。

（%）

■ 与信関係費用

■ 不良債権残高

25

14

5

10

18

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3



■ 預金等（末残）

十六銀行単体預金等・貸出金

 貸出金（末残）は、事業性、住宅ローン、公金ともに増加し、前期比＋831億円の5兆1,158億円となりました。

 貸出金と預金等の利回り差は２０２6年3月（四半期ベース）で前年同期比＋0.110ポイント改善し、０．９3１％になりました。

■ 貸出金（末残）

（億円）

15

0.814 0.816 0.852
0.924 0.983

1.071 1.095
1.158

0.014 0.034 0.074 0.103 0.156 0.170 0.178 0.227

（％）

4Q1Q 2Q 3Q 2Q1Q
24年度 25年度

0.821
0.800 0.782 0.778

0.901
0.827

利回り差

預金等利回り（四半期ベース）貸出金利回り（四半期ベース）（億円）

（億円） （億円）

3Q 4Q

0.931
0.917

22/3 23/3 24/3 25/3（A) 26/3(Ｂ) 増減(Ｂ-Ａ)

預金等（末残） 62,787 63,143 64,403 64,068 64,246 １７８

うち個人 42,853 43,611 44,052 44,071 43,883 △188

うち法人 17,345 17,249 17,885 17,722 17,675 △47

うち公金・その他 2,58８ 2,281 2,464 2,273 2,687 414

22/3 23/3 24/3 25/3（A) 26/3(Ｂ) 増減(Ｂ-Ａ)

貸出金（末残） 45,504 47,250 48,704 50,327 51,158 ８３１

うち事業性 21,787 22,653 23,388 23,627 23,704 77

うち消費者ローン 19,026 19,728 20,427 21,593 22,242 649

うち公金・その他 4,691 4,867 4,888 5,105 5,212 107

62,787 
63,143 

64,403 
64,068 

64,246 

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

預金等 （末残）

45,504 

47,250 

48,704 

50,327 

51,158 

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

貸出金 （末残）



個人預金 年代別推移

△6．3％

2０代

6.9％

2.0％

3０代 ４０代

0.9％

５０代

2.5％

７０代

△2.2％

8０代以上

単位：億円 24/3 25/3(A) 26/3(B) 増減(B-A) 増減率

2０代未満 750 797 849 +52 6.5%

２０代 1,242 1,339 1,432 +93 6.9%

30代 2,609 2,709 2,763 +54 2.0%

40代 4,755 4,870 4,912 +42 0.9%

50代 7,628 7,797 7,990 +193 2.5%

60代 8,866 8,996 9,076 +80 0.9%

70代 10,008 9,916 9,702 △214 △2.2%

80代以上 8,194 7,647 7,159 △488 △6.3%

 年代別の個人預金については、０歳から60代までの幅広い層において預金の取込みが順調に推移しました。

■ 個人預金 年代別推移

26/3 個人預金（末残）

25/3 個人預金（末残）

16
20代未満

6．5％

６０代

0.9％

０歳～60代までの預金取込みは堅調に推移

24/3 個人預金（末残）



7 7 7 10 12 14 16 20 
25 7 9 11

14
14

18
20

28
25

14 16 18

24 26

32
36

48
50

19/3 20/3 21/3 22/3 23/3 24/3 25/3 26/3 27/3

中間配当 期末配当

19/3 20/3 21/3 22/3 23/3 24/3 25/3 26/3
27/3
(予想）

年間配当 14円 16円 18円 24円 26円 32円 36円 48円 50円

中間配当 7円 7円 7円 10円 12円 14円 16円 20円 25円

期末配当 7円 9円 11円 14円 14円 18円 20円 28円 25円

（円）

(※) 2022年3月期の中間配当以前は十六銀行が実施

（予想）

業績予想・配当予想

 ２０27年3月期の十六FG連結の業績予想は、経常利益で410億円、親会社株主に帰属する当期純利益で280億円を見込んでいます。

 2０２７年３月期の年間配当予想は前期比＋2円の５０円を見込み、８期連続の増配を目指しております。

■ 配当予想

17

前期比

＋12

※20２6年4月1日の株式分割を踏まえ、分割後配当額に換算←

十六FG連結
2026/3

実 績
2027/3

予 想

連結コア業務粗利益 871 920

連結コア業務純益 399 440

経常利益 427 410

親会社株主に帰属する当期純利益 273 280

（億円）
■ 業績予想

十六銀行単体
2026/3

実 績
2027/3

予 想

コア業務純益 358 400

実質業務純益 89 310

経常利益 396 385

当期純利益 259 265

十六銀行単体十六ＦＧ連結

前期比

＋2
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03 | サステナビリティへの取組み

０１ | 2025年度 決算

02 | 企業価値向上に向けた取組み

～資本コストや株価を意識した経営の実現～

～第2次中期経営計画の進捗状況～



資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応

 企業価値の向上に向け、ロジックツリーをもとに「持続的な利益成長」「ROEの向上」「株主資本コストの引下げ」につながる取組みを実践しています。

ROEの向上

当期純利益

自己資本

株主資本コスト
の引下げ

非財務情報を
含めた

情報開示の充実

充実した
IR活動の推進

 2025年４月に「じゅうろくアプリ」をリリースし、１１か月で５０万

ユーザーを突破するなど、多くのお客さまへ新たな価値を提供

業績ボラティリティの
低減

 ＣＤＰ気候変動調査２０２５における最高評価「Ａリスト」への選定

 全社一体での推進により、サステナビリティKＰＩが順調に推移
サステナビリティ経営

の高度化

 東証による投資家との対話ツールを活用するなか、2025年度

の対話実績は５４回となった（前年比＋１9回）
株主・投資家との対話
における質・量の充実

 経営戦略の浸透に向けたトップによる説明会を202５年5月・

１１月にそれぞれ開催（対面計８７名、オンライン計８０名）
トップメッセージの

積極的な発信

収益性の向上
（ＲＯＲＡの改善）

自己資本水準の
コントロール

 資金利益が前期比＋７７億円、役務取引等利益は前期比＋２８億

円、トップラインは前期比＋１０3億円の増加
トップラインの向上

 住宅ローンが増加するとともに、中小企業向け貸出金にも注力

 政策投資株式は、継続的な対話により、順調に縮減
最適なアセット
アロケーション

 「Gemini」や「NotebookLM Plus」といった生成AIの利活

用による、社内業務の効率化
コストコントロール

 積極的なDX投資・人的資本投資を実施

 グループの成長に向けた、異業種との積極的な連携
資本の最適配分

 ７期連続の増配を実施、７年間で配当総額は３倍以上に増加

 ５期連続の自己株取得を実施（当社設立以降、累計約２５０万株）
株主還元の充実

持続的な
利益成長

長期ビジョン・
中期経営計画の達成

 4つの基本戦略のもと、収益性・効率性・健全性は向上し、連結当期純利益は、計数目標

まで残り７億円、その他の項目はすでに目標を達成している

企業価値の
向上

19

P20

P8

P29

P15、25

P29-33

P17、24

P32

P38

P40

決算説明会に
おける発信

当期純利益

自己資本

リスクアセット

リスクアセット



54.13%

11.53%

6.16%

2026/3

273億円

第２次中期経営計画の計数目標に対する進捗状況

 グループの収益力が向上するなか、第2次中期経営計画の4つの計数目標に対する進捗状況は、いずれも順調に推移しています。

 前倒しで第2次中期経営計画の計数目標達成を見込むことから、現在、計数目標の見直しを検討しています。

計数目標

連結当期純利益
（億円）

連結ＲＯＥ
（％）

連結修正ＯＨＲ
（％）

連結自己資本比率
（％）

2021/3
2028/3

中期経営計画

280億円
以上

6％以上

５０％台

１１％
以上

資金利益や役務取引等利益の改善により、収益性は向上

効率性の向上により、５０％台に収束

内部留保の積み上げにより、健全性を確保

収益性・効率性の向上により、6％を突破

４00億円
以上

１2％
以上

4.81%

2022/3 2023/3 2024/3 2025/3
2033/3
長期ビジョン

20

66.51%

9.93%

１４７億円

10.52%

58.87%

4.36%

１71億円

10.54%

58.90%

4.73%

１86億円

10.81%

60.20%

4.62%

193億円

11.23%

58.17%

208億円

3.98%

2027/3
業績予想

280億円

見直し検討



（円貨有価証券利回り1.387％）

預金等利息 １16億円

（円貨預金等利回り０.１83％）

貸出金利息

（円貨貸出金利回り1.０７6％）

1 2

3

4
= 連結コア業務純益 ３99億円

＋ ＋ ＋ - -

※利回りは通期ベース

有価証券利息配当金

日銀預け金利息

その他運用合計

日銀預け金

1.５兆円

１.０兆円

2.３兆円

地方公共団体
0.5兆円

法人預金

1.７兆円

事業性

公金 0.2兆円

その他調達合計 0.７兆円

資本合計 0.4兆円

有価証券

1.０兆円

6.３兆円

預金

市場性調達 0.1兆円

２.２兆円

個人ローン

Ⅱ 連結経費 ４７1億円

調達サイド

Ⅱ24Ⅰ1 3

連結バランスシート[202６年3月期 円貨平残ベース]

総資産7.５兆円（202６年3月期）

5.０兆円

貸出金
個人預金

4.４兆円

２０２６年３月期（実績）の円貨バランスシート

 ２０２６年３月期（実績）の連結バランスシートは以下の通りとなります。

21

1 2

＝ 預貸金利息収支 425億円

（円貨預貸金利回り差０.893％）

141億円

4０億円

グループ会社収益
役務取引等利益
外貨関連収益等

Ⅰ その他収益

うち、 1０4億円

１34億円

２6億円

２６4億円

541億円

‐

＜運用サイド＞ ＜調達サイド＞

運用サイド



（円貨有価証券利回り1.５４４％）

貸出金利息

（円貨貸出金利回り1.２６５％）

1

3

4 = 連結コア業務純益 ４４０億円

有価証券利息配当金

日銀預け金利息

＜運用サイド＞ ＜調達サイド＞

その他運用合計

日銀預け金

1.２兆円

０.８兆円

2.３兆円

地方公共団体
0.5兆円 法人預金

1.７兆円

事業性

公金 0.2兆円

その他調達合計 0.４兆円

資本合計 0.4兆円

有価証券 1.０兆円

6.４兆円

預金

市場性調達 0.1兆円

２.２兆円

個人ローン

連結バランスシート[202７年3月期 円貨平残ベース]

総資産7.３兆円（202７年3月期）

5.１兆円

貸出金
個人預金

4.４兆円

２０２７年３月期 業績予想に基づく円貨バランスシート

 ２０２７年３月期の通期業績予想に基づく、連結バランスシートは以下の通りとなります。
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＝ 預貸金利息収支 450億円

（円貨預貸金利回り差０.９６3％）

160億円

42億円

グループ会社収益
役務取引等利益
外貨関連収益等

Ⅰ その他収益

うち、 107億円

１3５億円

２6億円

２68億円

645億円

前提条件：政策金利0.75％（現状維持）

本業利益で前期比＋41億円を計画

（約＋700億円）

前期比

前期比

（約＋200億円）

前期比

（約＋６00億円）

（約＋２００億円）前期比

（約＋７００億円）

前期比

（約＋６００億円）

前期比

（約＋100億円）

前期比

預金等利息 195億円

（円貨預金等利回り０.302％）

2
※利回りは通期ベース

1 2‐

Ⅱ 連結経費 ４80億円

運用サイド 調達サイド

＋ ＋ ＋ - - Ⅱ24Ⅰ1 3



株式分割

 ２０２６年４月１日に、当社株式１株につき５株の割合で株式分割を実施し、株式の流動性向上と投資家層の裾野拡大をはかりました。

 株主優待制度においては、優待対象となる保有株式数を見直し、優待条件を緩和（拡充）しました。

株主優待制度の拡充

最低投資金額

※2026年4月30日終値時点株価を参照

⇒ 20万円約100万円約

当社株式の売買単位：１００株

〈分割前〉 〈分割後〉

夏の株主優待 冬の株主優待

基準日 3月31日 9月30日

保有株式数【拡充】 100株以上 ⇒ 40株以上 500株以上 ⇒ 200株以上

優待内容
ナチュラルミネラルウォーター

「高賀の森水」（500ｍｌ×24本）
地元の名産品等の中から1点選択

（3,000円相当）

 対象となる保有株式数を見直し、実質的な優待取得条件を緩和（拡充）しました。

株式分割の実施

〈分割前株式〉 〈分割後株式〉

１ ５対

≪ 基 準 日 ≫

≪効力発生日≫

２０２６年 ３月３１日

２０２６年 ４月 １日

分割内容

個人投資家

２３％

金融機関

２５％

法人

２７％

外国法人・
外国人

１８％

その他

７％

所有
株式数
割合

株主構成

 当社設立以降、個人投資家の裾野は拡大

 株式分割および株主優待制度の拡充によ

り、 個人投資家のさらなる拡大をはかる

18,791名

２0,748名＜個人投資家の推移＞

21/10 26/3 （2026年3月31日時点）

23
（当社設立時）

投資家層を拡大



2,615 2,989 3,363 
4,453 4,783 

5,839 6,459 

8,548 1,111 1,111 
1,422 

2,747 

2,999 

19/3 20/3 21/3 22/3 23/3 24/3 25/3

26.0% 25.7%

30.1% 31.1% 31.3%
24.5% 23.2% 22.8%

32.3% 31.6%

37.5%

44.1%
42.1%

24

株主還元の充実

 ２０２６年３月期は、株式分割後換算で年間配当４8円と、7期連続での増配を実施し、配当性向は31.3％となりました。

 自己株式取得については、当社設立以降５期連続で実施し、総還元性向は４２．１%となりました。

利益配分につきましては、金融取引を巡るリスクが多様化するなかにあって財務体質の一層の向上に留意しつつ、安定的な配当を継続して実施することを

基本方針とするとともに、経営環境や利益水準などを総合的に勘案し、配当性向３０％以上を目安として、還元内容を決定してまいります。

株 主 還 元 方 針

1株当たり配当金 14円 16円 18円 24円 26円 32円 36円 48円

親会社株主に帰属する

当期純利益 106億円 128億円 147億円 171億円 186億円 193億円 208億円 ２７3億円

26/3

配当金額

自己株取得額

配当性向

（百万円）

＜株主還元の状況＞
総還元性向

（百万円）

7期連続増配

＜株式分割後換算＞



41.2%

政策投資株式の縮減

 202６年3月末の政策投資株式の対連結純資産比率は15.7％となりました。

 縮減目標の「2028年３月末までに１５％未満」に向け、引き続き政策投資株式の計画的な縮減を進めていきます。

＜政策投資株式の推移＞

25

28/3

15%未満
を目指す

【縮減目標】
２8年３月期

上場株式の保有先数

(みなし保有株式を除く)

政策投資・純投資における当社グループの行動基準

 政策投資株式および純投資株式に関する議決権行使基準を

2025年３月に新たに制定

1５.7%

２6年3月期

295

25/3

792

57先

24/3

68先

1,857

421

233

26/3

745

53先

18.7%

連結純資産比率 ※みなし保有株式を含む

簿価ベース （億円） ※みなし保有株式を除く

時価ベース （億円） ※みなし保有株式を含む



第１次経営計画
第2次中期経営計画 （2023年度 ～ 2027年度）

長期ビジョン 「一歩先を行き、いつも地域の力になる」 (2023年度 ～ 2032年度)

当社グループの歩み（第2次中期経営計画）
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≪ 4つの基本戦略 ≫ 創立150周年

3年度目終了 / 残り2年度

連結当期純利益

連結ROE

200億円以上 ⇒ 280億円以上

５％以上 ⇒ 6%以上

長期ビジョン

連結当期純利益 300億円以上 ⇒ 400億円以上

第2次中期経営計画

①トランスフォーメーション戦略

③マーケットインアプローチ戦略

②ヒューマンイノベーション戦略

④地域プロデュース戦略

“変革”から“創造”へ

人材の価値を最大限に引き出す

お客さまの期待を超えるサービスを！

地域を巻き込む新たな力になる

飛躍への第二歩

2026年度（創立149年）2025年度（創立148年） 2027年度（創立150年）2023年

4月

長期ビジョン・第２次中期経営計画
における計数目標の見直し（2025.11）



2026年度

当社グループの成長戦略

27

地政学リスク ・ AI革新 ・ GX推進 ・ インフレ ・ 金利正常化 人口減少 ・ 人材不足 ・ 経営承継 ・ 産業構造変化

外部環境 ： 先行き不透明感 地域経済 ： 市場規模の縮小懸念

【提供価値】【当社グループの基盤(①×②)】 【成長ドライバー】

グループ12社

①

グ
ル
ー
プ
総
合
力

②

異
業
種
連
携

資金の好循環

設備投資支援

キャッシュレス化

生産性向上

M＆A

地域創生

DX支援

企業投資

脱炭素化

資産形成

人材紹介・経営支援

資産運用

デジタル化

人的資本投資 の加速

【P31・32ご参照】



チーフオフィサー制度の導入

略称
（CxO）

役職名 主な役割

CEO 最高経営責任者
（Chief Executive Officer）

グループ経営全般の統括

COO 執行統括責任者
（Chief Operating Officer）

グループ経営方針に基づく、業務執行
全般の統括

CFO 財務統括責任者
（Chief Financial Officer）

財務・資金調達・予算管理・投資判断・
ＩＲに関するグループ戦略の統括

CSO 戦略統括責任者
(Chief Strategy Officer)

収益性・成長性・健全性向上に関する
戦略を統括

CDO デジタル統括責任者
（Chief Digital Officer）

先端技術活用による経営基盤の整備・
運用を統括

CSuO サステナビリティ統括責任者
（Chief Sustainability Officer）

ESG・SDGｓ経営の推進、非財務情報
開示のグループ戦略を統括

CAO 人事総務統括責任者
（Chief Administrative Officer）

人事・採用・人材育成・総務に関する
グループ戦略を統括

CRO リスク・コンプライアンス統括責任者
（Chief Risk Officer）

グループの戦略・運用・財務・法務リス
クの特定・評価・対策を統括

CAE 監査統括責任者
（Chief Audit Executive）

グループの内部監査・業務監査を統括

〇 監督と執行の分離

〇 意思決定の迅速化と専門性の向上

〇 持続的な企業価値の最大化

 グループ会社間の垣根を超え、特定の経営機能に関する

権限を各CxOへ集約

 責任の所在を明確化し、ガバナンス体制の一層の強化を

はかる

 各領域の最高責任者に実務執行権限を委譲

 市場環境の変化に対する即応性を高め、競争優位性を

確立

 2027年度の「銀行創立150周年」や「新本社ビル開業」

を見据え、財務・戦略・デジタル・サステナの各軸で

グループシナジーの最大化を目指す

〇 グループチーフオフィサー体制（2026年6月19日付）チーフオフィサー制度の導入

【導入の背景と目的】

トランスフォーメーション

28



 生成AIを活用し、お客さまの財務情報や

業界動向を分析した「対話ツール」を2026

年4月より十六銀行の全営業店で運用開始

 顧客との対話ポイント提示や、具体的なヒア

リング事項・トークスクリプト作成など営業

担当者のAIアシスタントとして活用

 全店にiPadを配布し、経営者に寄り添い

対話ができる環境を構築

2022年5月 DX推進に関する協業を開始

ソフトバンクとの協業トランスフォーメーション

29

生成AIの活用 【対話ツール】

業務用PCで
Geminiと壁打ち

iPadを使用し
財務分析レポート等を

参照しながら対話

＜利用イメージ＞

社内への生成AIの浸透施策統合データ基盤の構築 【計数“ダッシュボード”】
＜ダッシュボードイメージ＞

・複数のデータや情報を一元的に集約

・グラフチャートなど分かりやすく表示

 お客さまの預金・貸出金の計数把握が

即座に可視化できる「計数ダッシュボー

ド」の運用を開始

 営業店の各担当者が行っていた従来の

計数把握手法から大幅な省力化を実現

 省力化によって生まれた時間を、より

収益性の高い業務にシフト

 全社員が当たり前に生成AIを活用できることを目指し、当社グループ全社員を

対象に「生成AI活用コンテスト」を実施

 全社員のPCに導入されている

GWSのGemini・NotebookLM

を活用し、業務効率化や専門業務

での使用のアイデアを募集

 「この業務は生成AIの活用により

もっと効率化できないか？」と

自ら考える機会を創出

更なる生成AIの活用検討

 お客さまとの面談記録作成においても生成AI活用を一部で検証開始

 対話に集中することで質の高い対話

と社内の情報蓄積に注力できる環境

を目指す

 AIをエージェントとして活用する

ことで、新たな営業スタイルを確立

 説明漏れの防止やリスク検知等への

活用も検討

＜イメージ＞

＜イメージ＞



人的資本投資の加速

定年延長および５５歳以降における処遇改善の目的人的資本投資コンセプト

【コンセプト】 “ず～っと元気で、もっと豊かに、ここで働く”

 202６年2月、「ず～っと元気で、もっと豊かに、ここで働く」をコンセプトに掲げ、

社員一人ひとりが、地域の生活者として、生涯に亘り、豊かな人生を送るための

基盤を構築できるよう、人的資本投資を加速

 ６５歳への定年延長とともに、地銀で初となる社員が自らの意思により60歳から

65歳まで1歳刻みで定年を選択可能な「65歳選択定年制」を導入（※当社調べ）

人的資本投資の全体像

【会社の視点】 社員生涯価値（ELTV）の最大化

 ５５歳以降を「シニア期」「マスター期」に区分、処遇改善とともに
期待される役割を明確化

定年延長の導入

期待する役割の
明確化

 専門性や顧客ネットワーク、経験値を65歳まで長く活用
 社員生涯価値を最大化⇒社員の付加価値を組織の成長へ直結

 シニアの知見継承と若手の活性化・登用を両立、組織の健全性維持

【社員の視点】 地域の生活者としての豊かな人生の実現

経済的基盤の
強化

豊かな人生の
実感

 定年延長による処遇改善により、経済的基盤を強化
 55歳から60歳までの処遇変動が緩やかとなり、モチベーションを

維持したまま６０歳以降へ移行可能

 長年培ったスキルを組織の財産として活用し、「自分らしい貢献」
により、働く喜びと確かな手応えを実感

・ ナレッジポイントステージ

認定制度の開始

・ 資格取得奨励金の拡大

PRE（学生）

START（形成）

・ 社員研修所のリニューアル

GROW（発展）

PEAK（中核）

・ 人間ドックの無償化

・ 進学サポートローン新設

・ ５５歳以降の大幅処遇改善

・ 貢献・役割に応じた処遇実現

・ ６５歳選択定年制

・ ６０歳以降の柔軟な働き方

の実現

CONNECT（継続）

SHIFT（転換）

・ アルムナイ拠点の創出

グロース期 シニア期 マスター期

５５歳 ６５歳６０歳入社

 入社から65歳までを「グロース期」「シニア期」「マスター期」の３つに区分

 グロース期における、専門性の向上を目的とした新たな人材育成施策の開始や、

シニア期以降における処遇の大幅改善など人的資本投資の加速を通じて、地域

への提供価値の最大化を目指す

UP

UP

処遇維持が可能
ライン職
継続可能

グロース期 シニア期 マスター期

<給与水準変動イメージ>

 シニア期である55歳以降の給与水準を

大幅に引き上げ

 会社への貢献や役割に応じた処遇体系

とし、55歳以降も処遇維持が可能

 60歳以降もライン職を継続可能 従来給与水準

本件後給与水準

ヒューマンイノベーション
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人的資本投資の加速

マネジメント層 中堅層

若手層 新入社員

 新入社員基礎力養成
研修

 新入社員３か月研修

 キャリアアドバンス研修

 キャリアベース研修

 セルフモチベーション
研修

 新任役席者研修 マネジメント研究会

 管理職セミナー

 マネジメント研修

 新任管理職研修

階層別研修 業務別研修

法人営業担当

個人営業担当

対顧業務担当

 対話力強化研修

 預り資産営業研修

 融資業務研修

 お客さまとの信頼関係構築研修

 法人営業スキルセットプログラム

2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

新卒採用者数 108名 126名 150名 １５７名

Uターン比率 21% 23% 34% 40％

理系人材 7名 6名 13名 14名

≪ナレッジポイントステージ認定制度≫

 2026年2月より、確かな知識を持ってお客さまの課題に伴走できる人材を育成

するため、日々の学びを評価するステージ認定の仕組みを導入

シルバー ゴールド ブラック

低 累計ポイント 高

〇アプリスバッジ 資格・試験の取得、通信講座

の修了、休日セミナーの受講

でナレッジポイントを付与

 ナレッジ ポイントの累計に

基づきステージを認定

着用イメージ

21
万円

23
万円

26
万円

28
万円

≪賃上げ・初任給引上げ≫

 2026年7月に、４年連続でベース

アップ・賃上げを実施予定

 2026年7月は賃上げ５％以上を予定

 初 任 給 に つ い て は 、 2026 年度 に

28万円と３年連続で引上げ 23年度 24年度 25年度 26年度

〇初任給推移

新卒採用、賃上げ・初任給引上げ

研修体系女性活躍推進とガバナンスの高度化

 ２０２６年４月に６月の株主総会後の新たな役員

体制を発表

 十六銀行において、東海地区地方銀行で初と

なる女性プロパー役員を代表取締役に内定

 その他、プロパー女性で2人目の役員の内定や、

ソフトバンクからの転籍者を執行役員へ内定す

るなど、多様性と専門性を備えた構成とし、

ガバナンスを高度化

【独立社外取締役】

4名／10名

比率

4０%

【女性取締役】

３名／10名

比率

3０%

 階層別研修・業務別研修など幅広い社員に研修の受講機会を提供

ヒューマンイノベーション
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対面

非対面（アプリ＋インバン）

りそなグループとの協業
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2024年2月 リテール分野における戦略的業務提携を開始

１００万ユーザーに向けて

App Ape Award2025 特別賞（地域アプリ賞）の受賞

 リリースから11か月半で50万ユーザーを獲得し、初年度目標を達成

マーケットインアプローチ

アプリ導入効果

 じゅうろくアプリ経由の振込は、リリースから1年で約9倍へと急増

 2025年11月のアプリ投資機能追加により、個人非対面の投信販売件数が増加
【3/23】 50万ユーザー突破記念イベント

 イメージキャラクターの福地桃子氏
を交えた社員への貢献感謝

 100万ユーザー獲得に向けた
成長機運醸成

 2026年2月、フラー株式会社が手がけるアプリ市場分析サービス「Ａｐｐ

Ａｐｅ」により、ユーザーに愛されたアプリとして「じゅうろくアプリ」を選定

 実際の利用数を示す「ＭＡＵ」

（月間アクティブユーザー数）

増加数が多く、地域で「使われ

続けている」アプリとして評価

≪App Ape Award の選定理由≫

11月 1月 3月

615

5,490

487

10,922

窓口

ATM

個人インバン

4月 6月 9月 12月 3月

★じゅうろくアプリ

チャネル別振込件数 （件）

11.5万

1.3万

約9倍

411

7,908

対面・非対面の投信販売状況（件）

ファンドラップの拡大

 「十六銀行ファンドラップ」の販売

実績は好調に推移し、資産形成支援

に寄与

 2026年3月末時点で、契約件数が

4,299件、預り資産残高が個人

272億円、法人75億円と順調に

拡大 25/3 25/9 26/3

121
191

27231
58

75
2,586

残高（個人）

残高（法人）

契約者数
3,377

4,299
（件）

（億円）
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【新本社ビル】 2027年度竣工（予定）

● 2023年 8月

岐阜市と基本協定締結

● 2025年 6月

工事開始

● 2027年度

竣工（予定）

創立
150周年

地域プロデュース 地域活性化への取組み

【カンダまちおこし】
企業版ふるさと納税の寄附仲介金額が6億円突破

 2026年3月、企業版ふるさと納税

マッチングサービス「ＣｏＬｏＲｓ（※１）」

と、「ＩＴＥＭｓ（※2）」の両サービスを

通じた寄附仲介金額の累計が6億円

を突破

※１ 金銭寄附型 ２０２２年２月～

※２ 物品寄附型 ２０２４年１０月～

 創立150周年の節目である2027年度の竣工に向け、建設工事は順調に進捗

 「美しく居心地の良い共有空間」と「時代を先取りしたワークプレイス」を備えた

拠点を整備し、中心市街地の魅力と回遊性を高める

地域共創空間（1-3F）

ともに“#GIFU”の未来を創造する「16FGオフィス＆パーク（仮称）」

303 386
549

35
60

95

25/3 25/9 26/3

CoLoRs ITEMs

（サービス開始以降の累計値）

（百万円）

累計

644

446
338

【NOBUNAGAサクセション】
NOBUNAGAサーチファンド1号の共同設立

 2026年2月、日本サーチファンド（J-Search）と共同でNOBUNAGAサーチ

ファンド1号投資事業有限組合を設立

 2026年5月、日本M＆Aセンターが表彰する2025年度の「ディールオブザ

イヤー（案件規模、スキームの複雑さ、地域への貢献度など評価）」を受賞
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03 | サステナビリティへの取組み

０１ | 2025年度 決算

02 | 企業価値向上に向けた取組み

～資本コストや株価を意識した経営の実現～

～第2次中期経営計画の進捗状況～



項 目

地域経済の
活性化

地域社会の
持続的発展

多様な人材の
活躍推進

ガバナンスの
高度化

重点課題

環境保全と
気候変動対策

数値目標 2026年3月実績 （進捗率 （※3））

サステナブルファイナンス実行額

（うち環境分野)

2兆円

（８,００0億円）

9,144億円

（3,472億円）

45.7％

43.4（％）

グループ預り資産残高 ５,５０0億円 6,639億円 120.7%

ソーシャルインパクト投資 20億円 10.2億円 51.0%

ＤX支援コンサルティング件数 ３,０00件 1,254件 41.8%

GHG排出量（２０１３年度比) １０0％削減 83.6％削減 83.6%

紙使用量（２０１９年度比) ５0％削減 41.6%削減 83.2%

女性管理職比率 ２0％ 12.3％ 61.5%

有給休暇取得率 ８0％ 63.3％ 79.1%

■ ２０３０年度までの目標

■ 継続的に取り組む目標

危機発生時における初動対応訓練の実施 年2回以上 9回 450%

投資家との対話 年１0回以上 54回 540%

(※1) ２０２２年４月からの累計値 （※2） 速報値

(※1)

(※1)

(※1)

35（※3）進捗率については、「２０２6年3月実績/２０30年度目標」で計算

サステナビリティＫＰＩの進捗状況

 ２０２2年５月に設定した「サステナビリティＫＰＩ」は、いずれの項目も順調に進捗しています。

(※2)



 ２０２6年3月時点において、総額9,144億円

（うち環境分野（※２）3,472億円）のサステナ

ブルファイナンスを実行

 2026年2月、東海3県に本店を置く金融機関

において初となる「じゅうろくサステナビリ

ティローン」契約を締結

 十六リースでは、2025年12月より、エンジン

車のGHGをオフセットできる仕組みを取り

入れた「じゅうろくカーボンオフセット付オート

リース」の取扱いを開始

 ２０２6年3月時点のグループ預り資産残高は

6,639億円となり、2030年度目標5,500

億円を前倒しで突破

 預り資産残高の増加に伴い、信託報酬などの

ストック収益も増加

 「十六銀行ファンドラップ」の契約残高は順調

に推移

 202５年１１月に機能追加した「じゅうろく

アプリ」の投資信託取引機能の開始も寄与
十六銀行：投資信託、ファンドラップ
十六TT証券：株式、債券、投資信託、ファンドラップなど

サステナブルファイナンス実行額サステナビリティKPI （20２２年４月からの累計）

36

グループ預り資産残高

マテリアリティ ～地域経済の活性化～

 ２０２6年3月時点のサステナブルファイナンス実行額は、総額9,144億円となり、2030年度の目標比45.7％と順調に推移しています。

 NOBUNAGAキャピタルビレッジにおける、地域VC・CVC投資は、累計で69件となりました。

サステナビリティKPI

9,144

20,000

(8,000)(3,472)

30年度
≪目標≫

２6/3
実績

（億円）

うち環境分野
6,851

(2,547)

２5/3
実績

※１

※２

持続可能な社会の実現に資するＳＤＧｓ・ＥＳＧ

への取組みに向けた投融資等

環境負荷を軽減する取組みに向けた投融資等

3,000

3,685

2,500
2,953

5,500

6,639 （億円）

30年度
≪目標≫

２6/3
実績

進捗率

120.7%

十六銀行

十六TT証券

【NOBUNAGAキャピタルビレッジ】 地域ＶＣ・ＣＶＣ投資

 地域における将来の担い手を応援する

とともに事業共創・協業を行うことで、

地域に新しい価値やサービスを提案

 地域経済・金融にシナジーのある企業

や、事業共創可能な企業へ投資を加速
32件 37件

地域VC CVC

投資件数 （2021年4月～2026年3月の累計）

69件

投資合計

資産形成支援

2,658

2,419

5,077

２5/3
実績 1,296 

1,629 1,730 

30,643 
36,058 

38,448 

24/3 25/3 26/3

月間掛込額 契約先数 （百万円・先）

 「長期・積立・分散」投資に最適な投信

積立の拡大に注力

 投信積立の月間掛込額、契約先数は

堅調に増加

 長期的な裾野拡大にむけて、NISA口座

の獲得・稼働率向上に注力

（※１）

進捗率

45.7%

【十六総合研究所】 人材紹介支援

 2026年３月期は、１１０件の成約

 ２０２６年１月には株式会社商船三井・

株式会社MOL CAREERと外国人人材

の活用支援に関する業務提携契約を締結

 人材紹介ニーズの多様化に対応できる

体制を構築

168 

311 
421 

24/3 25/3 26/3

成約件数

（２０２2年４月からの累計値）

（件）



 カンダまちおこしではローカル・クラウドファ

ンディング“OCOS” の取扱数増加や、企業版

ふるさと納税マッチング支援における提携

自治体の増加などにより、投資額は順調に

伸長
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 十六電算デジタルサービスは、２０２６年3月期に477件の案件を受注し、地域企業のDXに貢献しています。

 金融リテラシー教育の普及に向け、金融教育メニュー「じゅうろくMONEY COLLEGE」を継続開催し、受講者数は１５,000名を超えました。

マテリアリティ ～地域社会の持続的発展～

企業版ふるさと納税マッチングサービス

サステナビリティKPI ソーシャルインパクト投資

10.2

20

30年度
≪目標≫

２6/3
実績

7.０

サステナビリティKPI ＤＸ支援コンサルティング件数

1,254

3,000

30年度
≪目標≫

２6/3
実績

２5/3
実績

777
+477

 十六電算デジタルサービスでは、グループ各社

からの案件紹介や外部連携により、２０２６年

３月期は４７7件の案件を受注

 協力企業との連携も積極的に行い、地域企業

のデジタル化支援を一気通貫で行える体制を

構築

+3.2

（億円）

（件）

２5/3
実績

金銭寄附 CoLoRs（カラーズ） 物品寄附 ITEMs（アイテムズ）

提携自治体

寄附件数

寄附総額

６２自治体

2７６件

５億４,9３7万円

提携自治体

寄附件数

寄附総額

41自治体

２０件

９,４５７万円

金融リテラシー教育

じゅうろく
MONEY COLLEGE

受講者数

累計 １5,914名

のぶながマネースタディ 累計 859名

名称
 金融リテラシーに関する体系的

な金融教育メニュー「じゅうろく

MONEY COLLEGE」は２０２３

年４月からの累計受講者数が

１5,０００名超

 地元の高校生からのアドバイスをもとに自社で制作した小学校高学年向け金融ボー

ドゲーム「のぶながマネースタディ」活用し、楽しみながら金融やふるさとについて

学ぶ場を継続して提供

【十六カード】 キャッシュレス化支援

 十六銀行では、2026年3月に、金融経済教育推進機構

（J-FLEC）と共催で、小学生およびその保護者を対象

とした金融教育イベントを開催

 当社が最高位スポンサーとして参画する「STATION Ai」に入居するスタートアップ

企業向けに、「STATION Ai JCB Biz ONE カード」の発行を開始

進捗率

51.0%

進捗率

41.8%

（20２６年３月３１日時点）

≪ 「のぶながキッズマネーアカデミー2026 春」の開催 ≫

 通常は法人カードの発行が難しい設立間もない

スタートアップ企業に対しても、円滑な資金決済

手段を提供し、経営基盤の強化を支援



 2026 年 3 月 時 点 の GHG 排 出 量

（Ｓcope１，２）は、基準とする2013

年度比で８3.６%削減

 既に再生可能エネルギー由来の電力

を導入済みの岐阜県店舗や事務セン

ターなどに加え、２０２５年７月には

愛知県店舗にも導入を拡大

 この結果、当社自社契約電力の再生

可能エネルギー化を実現

38

GHG排出量（2013年度比）

マテリアリティ ～環境保全と気候変動対策～

 202６年3月期はGHG排出量は、2013年度比で８3.６%削減し、2030年度のカーボンニュートラル達成に向け順調に進捗しています。

 2025年１２月にはCDP気候変動調査２０２５において、最高評価となる「Aリスト」に選定されました。

 ２０２６年３月期の紙使用量は、基準と

なる2019年度比で４１．６％の削減と

順調に推移

 住宅ローン業務のペーパレス化と契約

にかかる各種手続きの電子化を促進

 営業店単位・個人単位で紙使用データ

の把握を開始し、更なる削減に取組む

紙使用量（2019年度比）

（t-CO2）

13,110

2,986
2,144

30年度
≪目標≫

13年度
≪基準≫

２6/3
実績

２5/3
実績

サステナビリティKPI

基準ライン

サステナビリティKPI

50,480

32,079

29,436

30年度
≪目標≫

19年度
≪基準≫

２6/3
実績

２5/3
実績

カーボン
ニュートラル

0

▲83.6％

基準ライン

▲50％
削減

（千枚）

25,240

CDP気候変動調査2025 最高評価「Aリスト」へ選定

【十六銀行】 地域企業のサステナビリティ支援

 2025年12月、環境情報の開示を世界的に推進するCDP（※）

による2025年の気候変動調査において、最高評価となる

「Aリスト」に選定

取扱実績 22/3期 23/3期 24/3期 ２5/3期 26/3期 合計

カーボンニュートラル
ナビゲーター

47件 91件 79件 135件 79件 ４３１件

SBT（中小企業版）認定支援 2件 43件 109件 76件 84件 ３１４件

脱炭素経営移行計画レビュー 2023年2月リリース 4件 3件 4件 １１件

トリアネットゼロ 2023年8月リリース 161件 125件 64件 ３５０件

カーボン・オフセット
認証取得支援

2024年3月リリース 6件 4件 １０件

 「事業性融資の推進等に関する法律 （事業性融資推進法）」の施行に備え、企業の

将来性や非財務情報をより適切に評価するべく、２０２６年４月より、ESG評価項目

を組み入れた新たな「事業性評価」の取組みを開始

 地域企業のGHG排出量の算定・削減目標設定などの脱炭素支援実績は順調に増加

（※）世界で唯一の独立した環境情報開示システムを運営する国際的な非営利団体。
世界で23,100社以上の企業がデータを開示しており、同調査では「A」から
「D-」までの8段階で評価。

▲41.6％



7.77 7.50 

7.47 8.84 

上期有給取得日数 下期有給取得日数

11.2％
12.3％

２０％
 女性の管理職登用に向けた取組みを積極的

に行い、2026年3月における女性管理職

比率は12.3%に向上

 女性の意識改革やリスキリングの機会を

拡充し、自立的なキャリア意識を醸成

 2025年度からは、法人営業のスキル定着

をはかるリスキリングプログラムを展開

 将来の管理職候補として、代理職への登用

にも努める

39

 2026年3月期における有給休暇取得率は

６３．３％と順調に推移

 ２０２６年３月期における男性社員の育児

関連休暇（７日以上）取得率は100％

 半日有給休暇の活用啓蒙に加え、時間単位

有給休暇の導入などにより、更なるワーク

ライフバランスの促進に取り組む

女性管理職比率

マテリアリティ ～多様な人材の活躍推進～

 ２０２6年3月の女性管理職比率は、前期比1.1ポイント上昇し、12.3％となりました。

 2026年4月に「健康経営宣言」を制定し、社員の健康を支えるための「健康経営施策」を開始しています。

※２5年３月期より連続休暇(４日or５日)含め算出

 グループ経営理念の実現に向けて、その

原動力となる従業員の健康増進をはかるべ

く、2026年4月に「健康経営宣言」を新た

に制定

 健康投資の目的・効果を明確にした「健康経

営戦略マップ」を策定し、健康経営の目標や

2030年度に達成すべきKGIを設定

 推進体制については、社長を最高責任者と

し、取締役会などへの定期的な報告を実施

 経済産業省および日本健康会議が実施

する「健康経営優良法人（大規模法人部

門）」に７年連続で認定

サステナビリティKPI

２6/3
実績

２5/3
実績

30年度
≪目標≫

進捗率

61.5%

サステナビリティKPI 有給休暇取得率

２6/3
実績

２5/3
実績

30年度
≪目標≫

59.6%

80%

健康経営の推進

63.3%

項目 取組内容

健康の保持・増進 人間ドックの受診料を被扶養者分も含めて会社が全額負担

ライフイベントに寄り添う支援 「社員向け進学サポートローン」を整備

柔軟な働き方の実現 １時間単位で取得可能な時間単位有給休暇制度を導入

◆ 働きがいの向上

◆ 心身の健康保持・増進

◆ 働きやすく活力あふれる環境づくり

健康経営の目標

＜健康経営施策＞

（日）

進捗率

79.1%

取締役会・グループ経営会議

代表取締役社長（健康経営推進最高責任者）

グループリソース管理部担当役員

グループリソース管理部

社員組合
グループ

会社
健康保険

組合 産業医

連 携

 社員の健康を支えるため2026年4月以降、下表の「健康

経営施策」を開始



マテリアリティ ～ガバナンスの高度化～

 ２０２６年3月期は「危機発生時における初動対応訓練」を9回実施しました。

 「投資家との対話」については新規の投資家を含め54回の対話を実施し、内容の充実に取組みました。

 サイバーセキュリティ事案の未然防止や被害拡大防止

を目的に年２回の頻度で実施しており、担当役員、グ

ループ会社社員、外部ベンダーなど約50名が参加

≪ サイバー攻撃演習 「金融ISAC FIRE 2025」 ≫

 202６年３月期は9回（進捗率：45０％）の初動対応訓練を実施

危機発生時における初動対応訓練の実施サステナビリティKPI

40

 ２０２6年3月期は54回(進捗率：540％）と積極的に対話を実施し、内容を充実

種類 当社対応者 開催回数

1on1
ミーティング

社長・常務執行役員・
グループ企画部担当部長

8 回

グループ企画部担当部長 46 回

投資家との対話サステナビリティKPI

 2026年2月、日本経済新聞社主催「第５回

日経統合報告書アワード」において、当社の

統合報告書２０２５が「優秀賞」を受賞

テーマ

経営戦略等 44 回

議決権行使 １０ 回

取締役会の構成

 多様な知見または専門性を備えたバランスの取れた構成とするよう努める

 経営の監督はもとより取締役会の意思決定の客観性および合理性を高めるため、

全取締役の員数の３分の１以上を独立社外取締役とする

社内取締役（６名） 社外取締役（4名）

独立

取締役比率

４０.０％

女性

取締役比率

3０.０％

 2024年6月、プロパーの女性を取締役執行役員に起用

 2025年６月、十六銀行においてプロパーの女性を取締役

常務執行役員に起用

東海地区の地銀で初

十六銀行で初

【企業価値向上に資する情報開示】
第5回日経統合報告書アワード「優秀賞」受賞

 参加504社・団体のうち、地銀グループから

は当社を含む3社が優秀賞を受賞

≪ 統合報告書２０２５（ディスクロージャー誌） ≫

地域総合金融サービスグループとして、「グループ総合力」や

「異業種連携」を強みに、新たな価値の創出に挑む姿や、地域

にとって重要なテーマに真摯に向き合いながら、お客さまの

「一歩先を行く存在」を目指す姿勢などについて記載

統合報告書2025

“優秀賞”受賞





当資料に記載されている業績見通しなどの将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的と判断する一定

の前提に基づいており、実際の業績などは様々な要因により大きく異なる可能性があります。

【お問い合わせ先】

十六フィナンシャルグループ グループ企画部

TEL：０５８－２６６－２５１１

FAX：０５８－２６２－２５３１

E-mail：16kouhou@juroku.co.jp


